
１．研究課題の背景

　インターネット（以下ネット）やスマートフォン
が世界的に普及するなか，これまで情報の受け手で
しかなかった市民が，ブログやTwitter，Facebook
といったSNSで自ら発信もできる双方向のメディ
アを使って，政治運動や社会運動に積極的に参加で
きる基盤が世界規模で広がりを見せている。最近で
は中東における民主化運動「アラブの春」や，アメ
リカでの格差解消を求める「オキュパイ・ウォール

ストリート」が国境を超えた広がりを見せているこ
とはその証左と言える。少人数のグループから始ま
った民主化運動が急速に拡大していった要因のひと
つに，ネットや携帯電話を使ったソーシャルメディ
アの存在があると指摘されている。（Rheingold 
２００２，；Shirky ２００８；ヴァン・ゲルター ２０１２；
津田 ２００９，２０１２）。
　隣の韓国では，世界的な民主化運動の広がりを見
せた２０１１年を遡ること１０年以上も前から，ネットが
民主化運動に大きな役割を演じてきた（玄 ２００５；
文 ２００９；森 ２００６）。長期軍事政権から民主化へと
向かう動きと連動して，市民自らが発信する市民メ
ディアが次々にネット上に誕生し，政権の統制下に
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─社会関係資本の形成の違いからの考察─

藤原　広美ⅰ

　日本ではネット発の社会的な情報発信も市民参加も，韓国ほど活発ではないとの指摘があるなか，本論
文では日韓のネット上で形成されるオンラインコミュニティの違いがどのように作用すると考えられるの
か，その要因について考察する。コミュニティの特徴に基づいて市民参加との間で正と負の効果を見いだ
せる「社会関係資本」の概念および研究枠組みを援用し，日韓のオンラインコミュニティの特徴について
実証分析を行った。独自データ（日本＝１１４３　韓国＝１２８１）を基に考察したところ，積極的に市民参加し
ている人は，日韓ともに異質な他者との開かれた社会的ネットワークで形成されたオンラインコミュニテ
ィ（「橋渡し型」）よりも，同質な人同士の閉じた社会的ネットワークで形成された場合（「結束型」）にお
いて，より強い正の連関が示された。これは，市民参加は「橋渡し型」との関連が強いとする欧米の知見
とは異なっている。ネットの利用目的と市民参加との関連では，日韓ともに情報目的とは正の連関が示さ
れたが，娯楽目的利用では，日本では負の連関が示されたが，韓国では正の連関が傾向としてみられた。
韓国では娯楽目的のネット利用が，積極的市民参加を促進するための「絆」や「繋がり」を涵養している
可能性が示唆された。

キーワード：インターネット，社会参加，政治参加，社会関係資本，オンラインコミュニティ，日韓比較

ⅰ 立命館大学大学院社会学研究科博士後期課程

『立命館産業社会論集』第４９巻第２号 ２０１３年９月



あった既存メディアが伝えない「市民の声」を発信
していった（呉 ２００５；金 ２００５；玄 ２００５）。２００２年
のノ・ムヒョン大統領の誕生には，「ノサモ」と呼
ばれる支援者たちによるネットを活用した選挙運動
が，大きく貢献した。（玄 ２００５；文 ２００９）。
　また，BSEに感染した恐れのあるアメリカ産牛肉
の輸入反対運動に端を発した２００８年の「ろうそくデ
モ」では，ソウルの中高校生らが始めた反対運動が，
最大で１００万人規模のデモ１）へと拡大した。これだ
けの人数を動員できたのは，ソーシャルメディアの
役割が大きかったと指摘されている（玄 ２００５；森 
２００６；角南 ２００９）。
　日本ではネットの登場が，社会的・政治的な市民
参加にどのような影響をもたらしているのだろうか。
日本でのネットの人口普及率（ネットを利用したこ
とのある国民の割合）は，２０１２年末時点で７９.５％
（総務省調べ）と，韓国（２０１０年時点で８３.７％）に引
けを取らない状況にある。しかし，ネットを使った
市民の情報発信においても，ネットを媒介とした市
民参加においても，韓国ほどの活発さは見られな
い２）。
　その流れを変えるかもしれない契機となったのが，
２０１１年３月１１日の東日本大震災である。ネット発信
では，TwitterやFacebookなどのSNSが安否確認や
支援物資の呼びかけなどで市民によって広く活用さ
れた。また東京電力福島第一原子力発電所の事故を
受けて，脱原発を訴える運動が日本各地で起こった。
ここでは，SNSを通じた参加の呼びかけや，U-
Streamによるデモの生中継などネットを使ったメ
ディアがデモ参加者に活用される事例が注目を集め
た（小熊 ２０１２；五野井 ２０１２；伊藤 ２０１２）。脱原発
デモは，日本が「人がデモをする社会になった」
（柄谷 ２０１２）ことを示したが３），２０１３年夏現在では，
韓国のろうそくデモの規模まで発展せずにいる。国
民が大規模な反対デモを行い，脱原発を決めたドイ
ツのような国があるなか，原発事故の当事国である
日本では，デモで訴えた市民の声で国策が変わるこ
とはなかった。

　原発の是非を問うエネルギー問題だけでなく，ダ
ムの建設の是非を問う環境問題，いじめにどう対処
していくかを問う教育問題など，私たちの身の回り
には様々な課題が山積している。こうした社会問題
を政治家や行政に全て任せるのではなく，市民も問
題解決のプロセスに関与することが民主的な解決へ
繋がるという主張がある（ネグリ&ハート ２０１３；
小熊 ２０１３；Budge １９９６）。そこには，ネット上の公
共圏と民主主義を結びつける「熟議民主主義」の考
えが通底している（Habermas １９９２＝２００２；フィシ
ュキン ２０１１）。代議制民主主義を補完する役割が期
待される「熟議民主主義」において，自律的に議論
できる場所が重要なのは，そこで活発に議論が交わ
されることで広く社会に「生活世界」発の議題を提
供し，周辺部に留まっている問題や葛藤を「政治シ
ステム」の中へと導く役割を担っているからである
（Habermas １９９２＝２００２）。
　それを可能にするために，ネット上で多様な意見
や主張を発信したり議論したりする，ネット時代の
積極的な市民参加（civic engagement）の役割が注
目されている（玄 ２００５；津田 ２０１２；五野井 ２０１２；
小熊 ２０１２）。日本でも２０１３年夏の参議院選挙からネ
ットを使った選挙運動が解禁となり，ネットを通じ
た積極的市民参加によって民主主義が促進されるこ
とへの期待も寄せられている。
　２０１３年度時点では，日本でもその萌芽は見られつ
つあるものの，積極的な市民参加は韓国と比べると，
まだ一部に限られている。むろん，その要因を日韓
のネット利用の違いに限定することはできない。市
民参加に対する日韓の相違は，両国の民主国家が形
成される歴史的経緯や，国民性，価値観の違いなど，
様々な要因が複雑に絡み合ったうえでの帰結である。
　しかしながら，最近の民主化運動・社会運動にお
けるネットの役割を鑑みると，その存在を無視する
ことはできない。日本のネットユーザーは，必ずし
もネットを政治参加や公的な情報発信に活用してい
る訳ではないという指摘があるなか（山腰 ２０１３）４），
日韓のネット利用の違いと積極的市民参加との間に
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何らかの関連があるのかを実証分析することは，近
年ソーシャルメディアの利用者が急増する日本で，
今後ネットをどのように情報発信や討議の場として
市民社会の活性化に生かしていけるかを検討する上
で，意義ある営みだと考える。
　菅谷（２００７）は，日本と韓国のネット利用の違い
によって生じる情報格差は，（１）社会的慣習の違
いなどによる文化的側面，そして（２）それぞれの
国のメディア政策がもたらした情報環境の違いによ
って生まれるという２点を中心に指摘している。ネ
ットインフラでは，日韓で大差が見られないなか，
市民参加への積極的な関与で違いが現れているのは，
菅谷が指摘するように，これら２つの情報格差が寄
与していると考えるのは妥当であろう。
　１つ目の「社会的慣習の違いなどによる文化的側
面」での相違点は多岐にわたるうえ，そのまま「文
化的側面」を計量化して分析するのは難しい。また，
ネット利用といっても，そのなかには様々な形態や
用途があり，ひとくくりにして論じることはできな
い。したがって本論文では，ネット利用の中でも，
積極的市民参加と親和性が高いオンラインコミュニ
ティに注目して分析をすすめていきたい。
　オンラインコミュニティとは，ネットを活用して
誰でも形成できるバーチャルなコミュニティで，通
常なんらかの共通の関心を基盤にしている
（Rheingold １９９５；マックウェール ２００５＝２０１０）。
ネット上で情報発信したり，デモの参加を呼びかけ
るような能動的なネット利用者の多くは，そういっ
た情報行動を単独で行うのではなく，ある特定の共
通関心を共有するオンラインコミュニティに参加し
ていると推測される。
　では，積極的に市民参加をしているネット利用者
たちは，研究課題１：どのような特徴を持つオンラ
インコミュニティに参加しており，研究課題２：主
にどのような目的でネットを利用し，研究課題３：
どのような情報行動をとっているのか。また，研究
課題４：日本と韓国の間で何か相違点があるのか，
またあるとすれば，それらが日韓の市民参加の形態

をもたらす際立った特徴と言えるだろうか。本論文
では，これらの研究課題を明らかにするため，社会
関係資本の概念および研究枠組みを援用して実証分
析する。

２．ネットと積極的市民参加

２−１　社会関係資本を援用した学際的研究
　ネットのどのような効果が市民参加を促すのかに
ついては，現在さまざまな研究が進んでいるが，多
様な分野で多義的な影響力を持つネットの効果を明
らかにするために，政治学，社会心理学，メディア
学など，複数の学問分野を横断した学際的な視座に
立った新たな研究手法が必要になっている。このよ
うな背景のなか登場してきたのが，社会関係資本の
概念を使って，ネット利用と市民参加の関係性を分
析する研究（Norris ２００２；DiMaggio et al. ２００１；
Shah, Kwak & Holbert ２００１；宮田 ２００５，２００７；
池田 ２００５，２００８；金 ２０１１）である。
　社会関係資本とは，各コミュニティにおける市民
社会の人と人との関係に着目した概念で，そこで形
成される個人や組織の社会的ネットワーク（絆，
「ご近所力」）が，どのように各コミュニティ間での
社会行動に影響するかを分析するのに用いることが
できる（金光 ２０１２；稲葉 ２０１１；菅谷 ２００７）。社会
関係資本の影響力がもたらすプラスの効果の一つと
して，アメリカの政治学者ロバート・パットナム
（２０００＝２００６）は，積極的な市民参加を挙げている。
　元来，社会関係資本は，現実社会のコミュニティ
を分析するための概念として使われてきたが，ネッ
ト上で形成されるオンラインコミュニティでも，そ
の特徴や効果を分析するのに援用することが出来る
（Norris ２００２）。そこで，本研究では社会関係資本の
概念，および研究枠組みにそって，オンラインコミ
ュニティの特徴と積極的市民参加との関連性を分析
していく。
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２−２　「結束型」「橋渡し型」社会関係資本
　パットナム（２０００＝２００６）は，コミュニティにお
ける人への「信頼度」や，「互酬性の規範」，「社会的
ネットワーク」という３つの要素によって，そこに
住む人々が共通問題に対して協力し合う手段を提供
しうるかどうかを，数多くの実証データにより説明
した（坂本 ２０１０；宮田 ２００５，２００７；小林・池田 
２００５）。その際，これら３つの要素がどのような特
徴を持っているかを分析することで，そのコミュニ
ティが「結束型」「橋渡し型」のどちらの要因をより
顕著に持っているかを分類している［Appendix：表
－１参照］。
　「結束型」の傾向が強いコミュニティは，同じ地
域や年齢，職業，趣味を持つなど自分と同質な人々
との繋がりによって形成されている。したがって，
「結束型」の社会的ネットワークは，閉鎖的で強い
紐帯を形成しやすい特徴を持つ。精神的健康や社会
福祉の向上などのポジティブな効果を持つ一方，排
他的でグループ外には無関心といったネガティブな
効果も持つ。
　一方「橋渡し型」の傾向が強いコミュニティは，
違った地域や年代，様々な職業や趣味を持つ人など，
異質な人々との繋がりによって形成されている。
「橋渡し型」の社会的ネットワークは，開放的で空
隙がある構造となっており，弱い紐帯が形成されや
すい。「橋渡し型」のコミュニティの特徴としては，
積極的な社会参加や社会の集合的問題の解決といっ
た，ポジティブな効果を持つと指摘されている
（Putnam １９９５；２０００＝２００６）。そして，「橋渡し型」
の社会関係資本を形成する弱い紐帯で結ばれている
コミュニティでは，社会的属性や意見の異なる他者
との相互作用が行われるチャンスが生まれ，民主主
義の円滑な運営に寄与するという（Putnam ２０００＝
２００６；小林・池田 ２００５）。同質な人たちばかりに囲
まれている「結束型」の環境では，自分と違った意
見は，熟考のプロセスから排除されてしまうからで
ある（小林・池田 ２００５）。
　このように，パットナムの社会関係資本論で議論

されている「結束型」と「橋渡し型」の社会関係資
本の概念は，ネットワークの性格によって形成され
る集団間の関係を説明するうえでの重要な概念であ
り（金 ２０１１；石田 ２００８），コミュニティがどのよう
な特徴を持ち，どのような効果を生み出しているの
かを分析する際の理論的な支柱となりうる。

２−３　オンラインコミュニティと社会関係資本
　社会関係資本の概念によってコミュニティの特徴
をとらえる方法は，バーチャルなオンラインコミュ
ニティにおいても有効であることが，先行研究によ
って指摘されている（Norris ２００２；Shah, Kwak & 
Holbert ２００１；DiMagio et al. ２００１；Kavanaugh 
et.al. ２００５；宮田 ２０１０；金 ２０１１）。Norris（２００２）は，
ネット利用で形成されたオンライン上のコミュニテ
ィでも，現実社会と同様に社会関係資本が形成され，
その社会関係資本が豊かなものであれば，その結果
として積極的な市民参加へつながると指摘する。そ
して，オンライン上のコミュニティにおいても，同
質な信念やバックグラウンドを持つ人々の間の緊密
なネットワークを強化する「結束型」と，異質な信
念やバックグラウンドを持つ人々を繋げる役割を担
う「橋渡し型」の機能を持つことを示唆した。
　DiMagioら（２００１）は，ネット上で繰り返しコミ
ュニケーションすることで，強い紐帯（「結束型」の
社会関係資本）を維持することができると指摘した。
このような効果は，ネットを他者とのコミュニケー
ション・ツールとして頻繁に利用している場合に現
れたが，ネットサーフィンのような自己充足的な目
的を主に利用している場合には現れなかった。
　Shah, Kwak & Holbert（２００１）の実証研究による
と，ネットを情報目的で使用した場合は，社会関係
資本の形成と正の連関が示された一方で，娯楽目的
に使用された場合は，負の連関が示された。また
Boulianne（２００９）が行った，ネット利用と積極的な
市民参加との連関についてメタ分析５）では，ネッ
ト利用と積極的市民参加との間には，少なくとも負
の関連性がないことが示された。このメタ分析では，
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ネット利用と積極的市民参加との連関の確定的な要
因を示すことはできなかったが，ネットの利用目的
がオンライン・ニュースであるとき，それ以外の目
的の場合と比べて，積極的市民参加との連関の度合
いが強いことが示された。
　ネット利用によって形成された，社会関係資本の
「結束型」と「橋渡し型」のネットワークと，市民意
識や政治活動との関連に注目した Kavanaughら
（２００５）の実証研究によると，ネット上で「橋渡し
型」の弱い紐帯を多く持つ人々は，あまり持たない
人に比べて，地域への関与や社会参加への関心・参
加率が高く，社会的な目的のためにネットを利用し
ている傾向が示された。
　このように，ネット利用と社会関係資本との関連
性については様々な実証研究が行われているが，確
固たる知見は未だ得られていない。これまでの主な
研究結果の知見をまとめてみると，（１）オンライ
ンコミュニティでは現実社会と同様に「橋渡し型」
と「結束型」の機能を持つ社会関係資本が形成され
る（Norris ２００２）。（２）ネットを他者とのコミュニ
ケーションを目的に使用する場合，頻繁なやり取り
によってネット上でも「結束型」（＝強い紐帯）の社
会関係資本を維持できる（DiMagio et al. ２００１）。
（３）ネット利用の目的がオンライン・ニュース
（＝情報目的）であるとき，積極的市民参加と正の
連関を持つ（Boulianne ２００９；Shah, Kwak & 
Holbert ２００１）。（４）「橋渡し型」の社会関係資本を
多く持つ人は，あまり持たない人に比べて，積極的
市民参加の割合が高く，ネットを社会的な目的で利
用する傾向がある（Kavanaugh et al. ２００５）。

２−４　日本と韓国での先行研究
　ネット利用と市民参加との関連について，社会関
係資本の概念を援用した国内の研究事例は，あまり
多くない。代表的なものとしては，宮田ら（２００５）
が山梨県で行ったパネル調査があげられる。宮田ら
は，この調査データをもとに，どのようなネット利
用をしたときに市民参加が積極的になるかについて，

社会関係資本がその媒介要因になるかどうかを分析
した。この研究調査では効果は男性のみに限定され
たものの６），オンラインコミュニティへ参加するこ
とで，異業種の人たちとの繋がりが増えて社会的ネ
ットワークが広がり，一般的信頼も高まったことが
示された。知人の数が増えて，それが直接市民参加
を促進するだけでなく，一般的信頼を高めることで
間接的に市民参加を促進していることが示唆された
という。また，宮田らは電子メールの利用について
も同様の分析を行っているが，電子メールの利用は，
社会ネットワークの多様性を増大することも抑制す
ることもなかった。
　ネット利用における，オンライン上のネットワー
ク形成の先行研究のなかには，ネットによるコミュ
ニケーションの中でも，媒体の違いによって異なる
社会関係資本のネットワークを形成していることに
注目した研究もある。池田ら（２００５）が行った研究
によると，一般的に，携帯メールは既存の強い紐帯
を維持し，電子メールは弱い紐帯を繋ぎ，オンライ
ンコミュニティは新しい弱い紐帯を形成する機能が
あるという。
　一方，総務省（２０１１）の『情報通信白書』では，
ネット上でも社会関係資本のようなものが構築され
つつあることを指摘して，ソーシャルメディアが伝
統的な地縁的対面交流に準じた交流の場になってい
ることに言及している（軍司 ２０１３；山腰 ２０１３）。
　韓国の研究としては，金相美（２０１１）が縁故主義
（地縁・血縁・学縁での繋がり）の強い韓国におい
て，オンラインコミュニティが，現実の縁故主義を
更に強化する役割を演じているのか，もしくは，実
社会の縁故主義を解体し，「情報縁」とも呼べるネ
ット上の新たな繋がりを作り出しているのかを明ら
かにするための実証研究を行っている。この研究で
は結局，オンラインコミュニティの縁故主義に対す
る効用に関してはどちらの仮説も支持されず，ネッ
ト自体の影響力が限定的であったことが示唆された。
　また，Kim Sei-Hill（２００７）が韓国での電話調査
（N ＝５２７）で得たデータを分析したところ，社会関
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係資本とメディア利用の相互作用が市民参加へ影響
を与えていることが示唆された。Kimの調査では，
個別的な人間関係の信頼と，インフォーマルな社会
的繋がりが市民参加を促進していた。そして，その
二つの社会関係資本は，娯楽目的のネット利用によ
って促進されていたことを明らかにしている。これ
は，市民参加との正の連関は情報目的のネット利用
との間にあり，娯楽目的とは負の連関があるとする，
欧米との知見とは異なる結果であった。

３．仮説と分析のポイント

　この分野の先行研究のほとんどは，欧米で実施さ
れたものであり，それがそのまま日本や韓国などの
東アジアのオンラインコミュニティを分析する際に
当てはまるかどうかは留意が必要であろう。金
（２０１１）は，「社会関係資本論」はその概念が生まれ
た欧米の社会状況が暗黙裡のうちに前提となってい
る点を指摘している。そのうえで，韓国のような集
団主義的傾向が強く，縁故集団のような強い紐帯に
よって結ばれた社会的ネットワークが現在も残る中
で，欧米での研究成果をそのまま適用することに疑
問を投げかけている。
　本論文では，金の指摘を踏まえたうえで，欧米で
の研究成果に依拠しつつ，韓国や日本に特有の社会
状況やコミュニティの繋がりを考慮して，オンライ
ンコミュニティにおける社会関係資本と積極的市民
参加の関連について分析を行っていきたい。
　先に示した四つの研究課題を検証する際，具体的
には以下の点を明らかにしてゆきたい。
　研究課題１：実際に合法的デモに参加したり，社
会的問題／政治的問題について議論する場に参加す
るなど，積極的市民参加の経験がある人たちと関連
があるのは，同質な人との繋がりが強い「結束型」
のオンラインコミュニティなのか，異質な人との繋
がりで形成される「橋渡し型」のオンラインコミュ
ニティなのか。
　研究課題２：ネットを主に情報交換や情報発信す

るための利用（＝情報目的）と，ゲームやビデオ視
聴など娯楽のための利用（＝娯楽目的）とでは，積
極的市民参加との連関で違いがあるのか。
　研究課題３：積極的市民参加をしている人たちは，
日常の情報行動（ネットも含めたメディアの利用頻
度，ネットでのアクセス先，ネット上でやり取りす
る人数）でどのような特徴を持っているのか。
　研究課題４：研究課題１，２，３において日本と
韓国との間では相違点があるのか。あるとすれば，
それらが日韓の積極的市民参加の形態に影響を与え
る要因となっているのか。
　これら四つの研究課題に関連して，以下の５つの
仮説を立て，検証してゆく。

［仮説１］　自分と同じ地域や年代など同質な人たち

と，ネット上でやり取りすることで形成される「結

束型」の社会関係資本をより多く持つ人ほど，政治

参加・社会参加と負の連関がある（Kavanaugh et 

al. ２００５）。

［仮説２］　自分と違う地域や年代など異質な人たち

とのネット上のやり取りで形成される「橋渡し型」

の社会関係資本をより多く持つ人ほど，政治参加や

社会参加と正の連関がある（Kavanaugh et al, 

２００５）。

［仮説３］　ネットを主に情報目的（＝情報収集や情

報発信）に利用している人は，政治参加や社会参加

と正の連関がある（Shah, Kwak & Holbert ２００１；

Boulianne ２００９）。

［仮説４］　ネットを主に娯楽目的（＝ゲームやビデ

オ視聴など）に利用している人と，政治参加や社会

参加とは負の連関がある（Shah, Kwak & Holbert 

２００１）。

［仮説５］　日常の情報行動の特徴のなかで，ネット

上でのやり取りをしている人数が多い人ほど，「橋

渡し型」の傾向が強く，したがって政治参加や社会

参加と正の関連性がある（Kavanaugh et al, ２００５）。
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４．調査方法と変数

　本論文で使用したデータは，立命館大学大学院社
会学研究科のグローバルプロジェクトの一環として，
２０１２年８月に韓国の中央大学と共同で実施した日韓
国際比較調査から取得した。調査対象は，日本は東
京在住の，韓国はソウル在住の２０代から４０代の男女
（日本 N ＝１１４３，韓国 N ＝１２８１）である。調査はネ
ット上で実施し，調査対象者には任意で参加しても
らった。
　先行研究では，オンラインコミュニティ上の社会
関係資本の分析は多様なデータの集積によって実施
されているが，本調査では質問数が物理的に限られ
ており，本データによる分析結果は限定的である。
また，調査対象が日本と韓国であるため，先行研究
の大半を占める欧米の知見との比較を本研究で実証
的に行うことはできない。しかしながら本研究では，
調査対象がネット利用と積極的市民参加との関連を
分析するうえでの主要ターゲット層であることや，
日本での研究事例が少ないなか実証的なデータをも
とに日韓比較調査を実施した点において学術的な意
義があると考える。
　先に提示した５つの仮説を検証していくうえで，
本研究では順序ロジスティック回帰分析（ordinal 
logistic regression analysis）を行った。この分析は，
従属変数のカテゴリのうち１つを参照カテゴリとし，
参照カテゴリから別のカテゴリに移る確率をロジッ
ト変換して回帰分析を行っていく分析手法である
（太郎丸 ２００５）。ここでの従属変数は，a「オンライ
ンで政治参加」，b「オンラインで社会参加」c「オフ
ラインで政治参加」，d「オフラインで社会参加」の
４つである。これは，以下の設問で得られたデータ
で，日韓での結果を図１から図４で示す。

あなたは過去５年間に以下のような経験があります
か？
＿ａ　政治や経済に関する問題についてネットで情

報や意見を発信したり，議論する。
＿ｂ　社会的問題（地域，教育，環境問題など）に
ついて，ネット上で情報や意見を発信したり議論す
る。
＿ｃ　ネット上で得た情報やネット上のやり取りが
きっかけで，オフラインで政治や経済に関する問題
について話し合う会や合法的デモに参加した。
＿ｄ　ネット上で得た情報やネット上のやり取りが
きっかけで，オフラインで社会的問題（地域，教育，
環境問題など）について話し合う会や合法的デモに
参加した。
　回答は，（１）参加したことがある，（２）参加し
たかったが実際は参加しなかった，（３）参加しな
かった，を順序つけが可能な離散変数（順序分類尺
度のデータ）として扱い，順序ロジスティック回帰
分析（ordinal logistic regression analysis）を行った。
本調査で，あえて順序付けした分析を採用した理由
は，（２）の「参加したかったが実際は参加しなかっ
た」という回答者の潜在的な市民参加への意欲を加
味するためである。特に韓国においては，（２）の
回答者が４割近くを占めており，分析上無視するこ
とはできないと考えた。
　本分析における独立変数は，以下のとおりであ
る７）。「結束型指数」「橋渡し型指数」は，ネット上
のやりとりによって，年齢，職業，興味の対象など
自分と同質な人々との繋がりが強まったのか，それ
とも異質な人との繋がりが強まったのかについて聞
いた複数回答を基に指数を作成した。「情報利用指
数」「娯楽利用指数」は，ネットの利用目的について
聞いた複数回答から，情報目的と娯楽目的に分類し
て指数を作成した。人々が日々多様なメディアに接
触しているなかで，積極的市民参加とネット利用と
の関連を分析するには，ネット以外のメディア利用
が人々の市民参加にどれだけ寄与しているのかと比
較分析する必要がある。そこで，メディア研究の先
行事例に倣い利用頻度の高いメディアほど寄与する
効果が高いという前提の基に，マスメディアからは
「新聞利用頻度」「NHK（KBS/MBC＝公共放送）利
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用頻度」「民放（商業放送）利用頻度」を採用した。
またネット利用の中でもアクセス先による効果の違
いをみるため「ポータルサイト利用頻度」「ソーシ
ャルメディア利用頻度」「SNSアクセス頻度」に分
類した。また，ネット上でやり取りする人数と市民
参加との関連を分析するため「ネット上でやり取り
する人数」を加えた。調査対象者の属性については，
「男性ダミー変数」「学歴４分割変数」「５歳刻みの

年齢変数」を作成した。

５．分析結果

　分析結果を表１－１（韓国），表１－２（日本）に示
す。
　［仮説１］は，「結束型」の社会関係資本と政治参
加・社会参加との間に負の相関があるとしたが，本
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図１．過去５年間で，政治や経済に関する問題についてネットで情報や意見を発信したり議論した経験
があるか？

図２．過去５年間で，社会的問題（地域，教育，環境問題など）について，ネット上で情報や意見を発
信したり議論した経験があるか？

図３．過去５年間で，ネット上で得た情報やネット上のやり取りがきっかけで，オフラインで政治や経
済に関する問題について話し合う会や合法的デモに参加した経験があるか？

図４．過去５年間で，ネット上で得た情報やネット上のやり取りがきっかけで，オフラインで社会的問
題（地域，教育，環境問題など）について話し合う会や合法的デモに参加した経験があるか？



研究の分析結果からは，韓国では「結束型」の社会
関係資本をより多く持つ人たちとの間とで，逆に強
い正の関連性が示された。この傾向は，オンライン
上だけでなく，ネットでのやり取りをきっかけにオ
フラインで政治参加・社会参加した場合でも同様に
示された。よって韓国では，［仮説１］は支持され
なかった。
　日本でも韓国と同様に，政治参加・社会参加と
「結束型」との間に正の関連が示された。特に，オ
フラインでの参加と強い関連性が示唆された。した
がって日本でも［仮説１］は支持されなかった。

　［仮説２］は，韓国では「橋渡し型」と政治参加・
社会参加との間で有意な正の連関が示されたものの，
「結束型」と比べて関連の度合いが弱かった。よっ
て［仮説２］は韓国では，条件付きで支持された。
　日本では，オンラインでの政治参加・社会参加で
は「結束型」と「橋渡し型」とで，ほぼ同程度の関
連性が示された。しかしオフラインでは「橋渡し
型」よりも「結束型」との関連が強く，［仮説２］は
日本でも条件付きで支持された。
　［仮説３］は，韓国ではオンラインで政治参加・
社会参加する人とネットの「情報利用」との間で有
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表１－１　順序ロジスティック回帰分析の結果　韓国（N ＝１２８１）

オフラインで
社会参加

オフラインで
政治参加

オンラインで
社会参加

オンラインで
政治参加

S.E.BS.E.BS.E.BS.E.B

.４９１＊＊＊４.２０８.４８１＊＊＊３.９４０.４５８＊＊＊３.５５８.４５１＊＊＊３.０４６しきい値＝０

.５１５＊＊＊６.５８８.５０２＊＊＊６.１７８.４７５＊＊＊５.５１６.４６６＊＊＊４.９７８しきい値＝１

.０４８＊＊＊.５１９.０４７＊＊＊.４８２.０４５＊＊＊.４８３.０４５＊＊＊.４５４結束型指数

.０４１＋.０７６.０４０＋.０８０.０３７＊＊＊.１５０.０３７＊＊＊.１５４橋渡し型指数

.１２０.１７３.１１８.１６５.１１５＊＊.３６７.１１５＊＊.３５１情報利用指数

.１１８＋.２１６.１１６＋.２１５.１１２.０８４.１１２.０７０娯楽利用指数

.０２９＊＊＊.１４３.０２８＊＊＊.１２３.０２７＊＊＊.１１１.０２７＊＊＊.１３４新聞利用頻度

.０５９-.０１８.０５８.０００.０５６.０２８.０５６.０５１公共放送利用頻度

.０５０-.０５９.０５０-.０７０.０４８-.０１６.０４８＋-.０９１民放利用頻度

.０５３＋-.１０３.０５２＋-.０９３.０４８-.０３１.０４８＋-.０９３ポータル利用頻度

.０３６＊＊＊.１９８.０３５＊＊＊.１７２.０３２＊＊＊.１６４.０３２＊＊＊.１７４ソーシャル利用頻度

.００２-.００１.００２.００１.００２.００３.００２.００２SNS利用頻度

.００３＊＊＊.０１４.００３＊＊＊.０１２.００４.００２.００４.００６ネット上やりとり人数
年齢層（２０－２４歳）

.２３３.２２４.２２７.２３０.２１７-.０３３.２１７-.０５１　２５－２９歳

.２２２＋.５７６.２１７＋.４３３.２０９-.２０５.２０８-.１５６　３０－３４歳

.２３０.２６１.２２５.２０５.２１５-.１１４.２１５-.００９　３５－３９歳

.２３５＊＊.７９１.２３１＊＊.６３９.２２３.２１４.２２２.１４６　４０－４４歳

.２４６＊＊.７１３.２４１＋.５１０.２３４.０６１.２３４.０２３　４５－４９歳
学歴 （高卒以下）

.２３２-.１１６.２２９.０５１.２１７-.１７２.２１６.０１１　短大・高専卒

.２００-.０３７.１９９.０７９.１８８.２０２.１８８.１０４　大学卒

.２４８-.１６５.２４６-.１１２.２３６＋.４２２.２３５.２５３　大学院卒

.１２４＊＊＊.４５５.１２２＊＊.４０１.１１７＊＊.２７７.１７７＊＊.３４９性別（男性ダミー）

４６５.０６５＊＊＊４０６.３８０＊＊＊４９０.５６２＊＊＊４８２.２０１＊＊＊カイ２乗
.１８５.１６０.１７６.１７３McFadden

＋ p < .１　＊＊ p < .０１　＊＊＊ p < .００１



意な正の関連が示された。一方，オフラインでは有
意な関連が示されなかった。情報目的のネット利用
と積極的市民参加との間で正の関連性があるとした
［仮説３］は，韓国ではオンラインの場合のみとい
う条件付きで支持された。
　日本でも，情報目的のネット利用と，オンライン
上での政治参加・社会参加との間で強い正の関連が
示されたが，オフラインでの参加には有意な関連が
見られなかった。したがって［仮説３］は，日本で
もオンラインの場合のみという条件付きで支持され
た。

　［仮説４］は，韓国では娯楽目的のネット利用と，
オフラインでの政治参加・社会参加との間で，弱い
ながらも正の関連が示された。欧米の知見では，娯
楽目的のネット利用との間には負の相関関係がある
とされているが，韓国では逆の結果となり，［仮説
４］は支持されなかった。
　日本では，欧米の知見を踏襲し，娯楽目的のネッ
ト利用とオフラインでの政治参加・社会参加との間
で強い負の関連性が示された。オンライン上での政
治参加・社会参加との間では統計的に有意な関連が
示されなかった。よって［仮説４］は，日本ではオ
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表１－２　順序ロジスティック回帰分析の結果　日本（N ＝１１４３）

オフラインで
社会参加

オフラインで
政治参加

オンラインで
社会参加

オンラインで
政治参加

S.E.BS.E.BS.E.BS.E.B

.７０６＊＊＊４.３４９.６８７＊＊＊４.０３１.５６６＊＊＊３.９５４.５７４＊＊＊３.９２１しきい値＝０

.７２０＊＊＊５.４６１.６９９＊＊＊５.０９９.５７１＊＊＊４.５２１.５８０＊＊＊４.４９５しきい値＝１

.０７４＊＊＊.４４２.０７２＊＊＊.３９３.０５７＊＊＊.２８５.０５８＊＊＊.２５０結束型指数

.０６７＋.１４９.０６５＊＊.１９７.０４９＊＊＊.２８２.０５０＊＊＊.２８８橋渡し型指数

.１６９-.０３７.１６７-.００７.１３８＋.３４３.１４０＊＊.４０２情報利用指数

.１６７＊＊-.５２４.１６５＊＊-.５３５.１３０-.１６７.１３３-.２０４娯楽利用指数

.０５６.０７７.０５６.０５６.０４３-.０２５.０４４.００１新聞利用頻度

.０６０.０４２.０６０.０６７.０４７＊＊.１４７.０４８＊＊ .１３１NHK利用頻度

.０６０-.０１９.０５９-.０４４.０４６＋-.０８７.０４７＋-.０８０民放利用頻度

.０７２-.０１０.０７０-.０５４.０５６-.０５８.０５７-.０３０ポータル利用頻度

.０６０＋.１１４.０６０＋.１４４.０４６＊＊＊.１８０.０４７＊＊＊.１９２ソーシャル利用頻度

.００２-.００４.００２＋-.００５.００２.００３.００２.００１SNS利用頻度

.４８０-.０３４.４５３-.２７３.３６９-.２９０.３７７-.３７９ネット上やりとり人数
年齢層 （２０－２４歳）

.４８０-.０３４.４５３-.２７３.３６９-.２９０.３７７-.３７９　２５－２９歳

.４２１.２７４.４０１-.１０４.３３０-.１１７.３３１.００２　３０－３４歳

.４０７.４６５.３８５.０９８.３１７.２８６.３２２.１４０　３５－３９歳

.４０７.５７７.３８２.３２３.３１９.３７７.３２４.１５８　４０－４４歳

.４１８.０１３.３９４-.２５２.３２２.０８７.３２６-.０７５　４５－４９歳
学歴（高卒以下）

.３８９.１４７.３９２.２５２.３００.０４５.３０８.２５２　短大・高専卒

.３２４-.０４０.３３１.０７５.２５２.０４３.２６１-.０１４　大学卒

.４１０.００３.４０５.３３４.３２０.３５７.３２６.３８７　大学院卒

.２２４＊＊＊-.８２８.２１９＊＊-.７０５.１７０＊＊-.４９２.１７６＊＊＊-.７８４性別 （男性ダミー）

１６４.９６６＊＊＊１７０.８９７＊＊＊２８８.２６４＊＊＊２８９.７３８＊＊＊カイ２乗
.１６１.１６３.１８３.１８８McFadden

＋ p < .１　＊＊ p < .０１　＊＊＊ p < .００１



フラインの場合のみで支持された。
　また，［仮説５］は，ネット上でやり取りをしてい
る人数と政治参加・社会参加との間では，韓国では
オフラインでの参加の場合に限って，有意な正の関
連性が示された。よって韓国では，［仮説５］はオ
フラインに限ってという条件付きで支持された。日
本では，ネット上でやり取りしている人数の多さと
政治参加・市民参加との間では有意な関連性が示さ
れず，［仮説５］は支持されなかった。

６．考察・結論

　本調査の分析によって，前述したリサーチ・クエ
スチョンがどこまで明らかになったのかを考察する。
　研究課題１については，日韓ともに，実際に合法
的デモに参加するなどの積極的市民参加と関連があ

るのは，異質な人との繋がりで形成される「橋渡し
型」よりも，同質な人との繋がりが強い「結束型」
のオンラインコミュニティでのやり取りを多くして
いる人びとである傾向がみられた。特に，韓国では
日本よりもその傾向が強く表れた。これは，「橋渡
し型」の社会関係資本のほうが市民参加との関連が
強いとする欧米の知見とは異なる結果であった。欧
米の先行研究では「橋渡し型」のコミュニティで，
違った情報や意見・価値観等を得て議論を交わすこ
とで，異なる他者への理解や寛容を深め，自発的な
社会参加や政治参加へとつながっていくと考えられ
ている。しかし日本と韓国では欧米とは異なり，同
質的な人々との閉鎖的な社会的ネットワークのなか
で作られた「結束型」のオンラインコミュニティで，
人々を積極的市民参加へと促進する要因が存在して
いる可能性が示唆された。
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［仮説１］　「結束型」オンラインコミュニティは政治参加・社会参加と負の連関がある

不支持オンライン，オフラインともに「結束型」と強い正の連関が示された韓国

不支持オンライン，オフラインともに「結束型」とは正の連関が示された日本

［仮説２］　「橋渡し型」オンラインコミュニティは政治参加・社会参加と正の連関がある

条件付で支持「橋渡し型」とは正の連関が示されたが，オン，オフラインともに「結束型」に比べ連関は
弱い

韓国

条件付で支持「橋渡し型」とは正の連関が示された。オフラインでは「結束型」に比べ連関は弱い日本

［仮説３］　「情報目的」のネット利用は政治参加・社会参加と正の連関がある

条件付で支持オンラインの政治参加・社会参加でのみ，「情報目的」のネット利用と正の連関韓国

条件付で支持オンラインでの政治参加・社会参加のみ，「情報目的」のネット利用と正の連関日本

［仮説４］　「娯楽目的」のネット利用は政治参加・社会参加と負の連関がある

不支持オフラインの政治参加・社会参加で「娯楽目的」のネット利用と正の連関韓国

条件付で支持オフラインの政治参加・社会参加で「娯楽目的」のネット利用と強い負の連関日本

［仮説５］　「ネット上でやり取りする人数」が多い人ほど政治参加・社会参加と正の連関がある

条件付で支持オフラインの政治参加・社会参加でのみ「ネット上でやり取りする人数」と正の連関韓国

不支持オン，オフラインともに「ネット上でやり取りしている人数」と有意な連関なし日本



　研究課題２についてだが，ネットの利用目的が情
報目的（主に情報収集・交換や情報発信するための
利用）の場合と，娯楽目的（ゲームやビデオ視聴な
ど娯楽のための利用）の場合とで，積極的市民参加
との関連性に違いがあるのかについては，日韓で差
異がみられた。日本では情報利用とオンラインでの
市民参加の間で強い正の関連が，そして娯楽目的で
はオフラインでの市民参加との間で強い負の関連が
みられた。これは，欧米の先行研究を踏襲する内容
だった。一方，韓国では，日本と同様に情報利用と
オンラインでの市民参加との間で正の関連性が示さ
れたものの，オフラインでの市民参加とは娯楽利用
との間では正の関連がみられた。先行研究でもレビ
ューしたが，韓国における市民参加を促進するイン
フォーマルな社会的繋がりは，娯楽目的のネット利
用によって促進されたとする研究結果（Kim ２００７）
を改めて確認することにもなった。つまり，本研究
においても，韓国の娯楽目的のネット利用が積極的
市民参加を促進する，絆や繋がりを涵養している可
能性があることを示すこととなった。他方，韓国に
おける娯楽利用の効果が，日韓での市民参加の違い
を生じさせている決定要因となっているかどうかを
解明するには，更なる実証研究が必要である。
　次に，研究課題３の，積極的市民参加をしている
人たちと，情報行動の特徴との関連についてみてい
く。メディアの利用頻度の特徴との関連については，
日韓ともにソーシャルメディアの利用頻度と政治参
加・社会参加とで正の関連が示された。それ以外の
メディアでは，日本ではNHKの利用頻度とオンラ
インでの政治参加・社会参加との間で，韓国では新
聞の利用頻度との間で，共に正の関連がみられた。
一方，日本では民放テレビの利用頻度と，韓国では
NaverやDaumなどのポータルサイトの利用頻度と

負の関連性が示された。メディアの利用頻度と市民
参加との関連においては，日韓ともにソーシャルメ
ディアの利用頻度以外に目立った関連性は示されず，
ここでの情報行動の違いから日韓の積極的市民参加
の違いについて説明できる要因は示唆されなかった。
　研究課題４についてだが，日韓のオンラインコミ
ュニティの特徴とその効果は両国で共通する部分が
多く，本調査で行ったオンラインコミュニティで形
成された社会関係資本の違いや，日韓でのメディア
利用の特徴の違いからの実証研究の範囲内では，両
国の積極的市民参加の違いを説明できる決定的な要
因を特定することができなかった。その原因として，
本研究では分析に使うデータが限定されていたため，
先行研究のように多種多様なデータを集積したうえ
で，社会関係資本を精緻に数値化することができな
かったことがあげられる。また，社会関係資本の分
析における紐帯の概念をどのように数値化するかに
ついて研究者間で議論が継続する中，社会関係資本
を万能的尺度と捉え，オンラインコミュニティの機
能を測定することには，より慎重な立場でいること
が必要になると考える。
　本研究では，オンラインコミュニティで形成され
た社会関係資本と積極的市民参加の関連に焦点をし
ぼっており，実社会でのコミュニティや対人関係で
の影響力について考慮されていない。韓国では，ネ
ット上で形成された「情報縁」は，限定的効果しか
持ちえていなかったという金相美（２０１２）の研究結
果を鑑みると，実際に積極的市民参加を促す決定要
因として，オンラインコミュニティでの社会関係資
本の影響力は限定的だった可能性もある。この点に
ついて明らかにするため，今後はオンライン上だけ
でなく現実社会のコミュニティでの影響をコントロ
ールしたうえでの実証分析が求められている。 
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［表－１］　社会関係資本　「結束型」「橋渡し型」の特徴と効果（プラス効果/マイナス効果）

橋渡し型結束型

開放的，空隙のある構造
異質的，弱い紐帯

閉鎖的，高密度な構造
同質的，強い紐帯

社会的ネットワーク

一般的信頼個別的な人間関係的信頼信頼

一般化された互酬性規範特定的互酬性規範互酬性規範

＋　富・権力・社会的評判の獲得
　　社会的寛容性の増大
　　社会の集合的問題解決推進
　　社会参加
（－　なし）

＋　精神的健康
　　社会福祉の向上
　　治安維持
－　排他的
　　グループ外への無関心

プラス効果（＋）
マイナス効果（－）

（出所：『きずなをつなぐメディア』宮田 ２００５）

Appendix

「日韓国際比較調査２０１３」全調査票より本研究用の設問を抜粋
Ｑ１：あなたは，過去５年間に以下のような経験がありますか。

参加した
ことが
ない

参加したかったが
実際は

参加しなかった

１～２回
参加した

３回以上
参加した

４３２１ａ．政治や経済に関する問題についてネット上で情報や意見
を発信したり議論する

４３２１ｂ．社会的問題（地域・教育・環境問題など）についてネット
上で情報や意見を発信したり議論する

４３２１
ｃ．ネット上で得た情報やネット上のやり取りがきっかけで，
オフラインで政治や経済に関する問題について話し合う
会や，合法的デモ行進などに参加した

４３２１
ｄ．ネット上で得た情報やネット上のやり取りがきっかけで，
オフラインで社会的問題（地域・教育・環境問題など）に
ついて話し合う会や，合法的デモ行進などに参加した

Ｑ２：以下は，ネット利用が人との出会いや繋がりにどう関係しているかを伺う事項です。それぞれの項目につい
てあてはまるものを一つお選びください。

そう思わ
ない

どちらかといえ
ばそう思わない

どちらかといえ
ばそう思うそう思う

４３２１ａ．ネット利用によって，自分の所属するグループや組織とよ
り深くかかわるようになった

４３２１ｂ．ネット利用によって，自分が住んでいる地域のグループや
組織と繋がりができるようになった

４３２１ｃ．ネット利用によって自分の興味のあるトピックについて
シェアできる人々やグループを見つけることができた

４３２１ｄ．ネット利用によって，自分とは違った年齢や，年代の人々
と知り合うことができた

４３２１
ｅ．ネット利用によって，自分と違ったバックグラウンドを持
つ人と知り合うことができた（例えば，違った職業の人や
違った地域に住む人など）
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Ｑ３－１：仕事以外で　Mixi，Facebook，Twitterなどのソーシャル・メディアを利用していますか。
１　　　はい　　　　　　　　　　　　　　２　　　いいえ

（Ｑ３－１で「１　はい」と回答した方のみ回答）
Ｑ３－２：どのくらいの頻度でアクセスしていますか。

５４３２１

毎日１１回以上毎日３～１０回毎日１～２回１週間に３～６回１週間に１～２回

（１０回以上の人は具体的な数字を教えてください　＿＿　回）

Ｑ４：仕事以外で  インターネット上で何人くらいの人とやり取りをしていますか。

５４３２１

１０１人以上５１～１００人３１～５０人１１～３０人１０人以内

Ｑ５：仕事以外で  インターネットでアクセスするサイトで最も多いものから上位３つに○をつけてください。
　　　　（　　）Yahoo!　Googleなどのポータルサイト
　　　　（　　）楽天，アマゾンなどのオンラインショッピング・サイト
　　　　（　　）新聞社などのニュース・サイト
　　　　（　　）オンライン・ゲームのサイト
　　　　（　　）MixiやFacebook，Twitterなどのソーシャルメディア
　　　　（　　）２ちゃんねるなどの電子伝言板サイト
　　　　（　　）YouTubeなどの動画共有サイト
　　　　（　　）オンライン・バンキングや株取引きのサイト
　　　　（　　）自分の趣味のサイト
　　　　（　　）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ６：仕事以外で  インターネットを利用する目的は何ですか。そうだと思う項目の上位３つに○をつけてください。
　　　　（　　）娯楽的な内容の情報を得るため
　　　　（　　）地域・全国・海外のニュース情報を得るため（新聞記事より）
　　　　（　　）メールやメッセージをやりとりするため
　　　　（　　）マスメディアでは伝えていない情報を得るため
　　　　（　　）音楽やビデオを楽しむため（デジタルコンテンツのダウンロードも含む）
　　　　（　　）自分で情報発信するため
　　　　　　　　　（例：自分のブログを書く，トラックバックにコメントを書く）
　　　　（　　）ネットショッピングやオークションサイトで商品を購入するため
　　　　（　　）他人のブログを読むため
　　　　（　　）その他　（　　　　　　　　　　　　　　　）
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Ｑ７：あなたは，次のようなメディアについてどのくらいの頻度で利用していますか。

まったく
利用した
ことが
ない

週に
１回未満

週に
１～２回

週に
３～４回

週に
５～６回

一日
１時間
未満

一日
１～２
時間

一日
３～５
時間

一日
６時間
以上

９８７６５４３２１ａ．新聞の情報

９８７６５４３２１ｂ．テレビ放送（NHK）＊

９８７６５４３２１ｃ．テレビ放送（民放）

９８７６５４３２１
ｄ．インターネットのポー
タルサイト

９８７６５４３２１
ｅ．インターネットのソー
シャルメディア

＊韓国の調査では「テレビ放送（KBS/MBC）」＝韓国の公共放送

独立変数の指数の作成方法
「結束型指数」＝Ｑ２＿ａの４点尺度の反転＋Ｑ２＿ｂの４点尺度反転で合成指数を作成。
「橋渡し型指数」＝Ｑ２＿ｄの４点尺度の反転＋Ｑ２＿ｅの４点尺度の反転で合成指数を作成。
「情報利用指数」＝Ｑ６＿２（ニュース情報を得るため）＋Ｑ６＿４（マスメディアが伝えない情報を得るため）＋
Ｑ６＿６（自分で情報発信をするため）で合成指数を作成。
「娯楽利用指数」＝Ｑ６＿１（娯楽情報を得るため）＋Ｑ６＿５（音楽・ビデオ）＋Ｑ６＿７（ネットショッピング）で
合成指数を作成。
「新聞利用頻度」＝Ｑ７＿ａ　９点尺度値を反転
「NHK（KBS/MBC）利用頻度」＝Ｑ７＿ｂ　９点尺度値を反転
「民放（商業放送）利用頻度」＝Ｑ７＿ｃ　９点尺度値を反転
「ポータルサイト利用頻度」＝Ｑ７＿ｄ　９点尺度値を反転
「ソーシャルメディア利用頻度」＝Ｑ７＿ｅ　９点尺度値を反転
「SNSアクセス頻度」＝Ｑ２　１日当たりのアクセス回数（各値の中央値）に変換
「ネット上でやり取りする人数」＝Ｑ４　各値の中央値で指数を変換

註
１） 「六・一〇抗争二一周年１００万人ろうそく大行
進」には，韓国７０か所で計１００万人（主催者発表）
が参加した（角南 ２００９）。

２） 内閣府が行った「国民生活に関する世論調査」
（２００８年６月調査）によると，ホームページやブ
ログ，電子掲示板，ソーシャルネットワーキング
サービス（SNS）などを使って身の回りの出来事
や日頃考えていることなどの情報を追加・更新し
ている人は，「ほぼ毎日」が６.１％，「たまに」が
１１.５％で，「全く情報発信していない」人は７２.２％
だった。

３） ２０１１年１２月に朝日新聞が行った世論調査による
と，「デモに抵抗を感じる」とする割合は６３％だ
った。

４） 山腰（２０１３）は，日本のネット利用者の多くは，
社会的な事柄に対する情報や独自コンテンツの発
信より，既存マスメディアによって提供された娯
楽情報に関心を持ち，それらを素材にソーシャル
メディアを活用する傾向があると指摘している。
実際，日本ではネットによるソーシャルメディア
の利用が活発だが，その多くは趣味や娯楽目的で
ある。例えば日本語版ウィキペディアの総閲覧数
のうち８割がアニメやテレビ番組，芸能人など娯
楽のページに集中していた（『朝日新聞』２０１０年
３月２日）。また，「世界価値観調査」によると日
本での「過去５年間に合法的なデモを行った割
合」は２.８％と回答のあった１８か国中最低だった。
他の先進国ではフランス２０.６％，ドイツ１４.５％，
韓国１１.１％であった。（電通総研・日本リサーチ
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センター編 ２００８）。日本では，能動的な情報発信
やネットワークの形成が技術的に可能となる環境
が整っていても，それが市民の公的な事柄に対す
る積極的な参加をもたらしていないことがこれら
のデータから示唆されている（山腰 ２０１３）。

５） Boiulianne（２００９）は，ネット利用と積極的市
民参加の関連について，これまで行われた３８の実
証研究のなかから報告された１６６の効果について
のメタ分析を行った。

６） 女性にこのような効果が現れなかった理由を，
宮田はこの調査では女性のオンラインコミュニテ
ィへの参加が少なく，女性のネットワークが多様
化しなかった点をあげている。

７） 日韓国際社会調査における本研究で使用した調
査票と具体的な指数の作成方法については
Appendixを参照のこと。
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Abstract : Some researchers point out that Japanese citizens are not as active as their South Korean 
counterparts in transmission of information and civic participations via the Internet. This paper examines 

how the differences between Japanese and Korean online communities might affect these outcomes. By 

utilizing the concept and methodological framework of ‘social capital,’ through which one can indicate a 

positive or negative effect based on the characteristics of a community, this paper conducts an empirical 

study of online communities in Japan and South Korea. By analyzing original quantitative data (Japan=1143, 

S. Korea=1281), the study reveals that both Japanese and Korean samples who are proactively involved in 

civic participation tend to have more positive association when they participated in an online community of 

a closed social network formed by homogeneous people (bonding type) than that of an open social network 

formed by heterogeneous people (bridging type). This outcome was different from the findings of preceding 

Western studies, which indicated a positive association between civic participation and bridging type online 

communities. In the association between the purpose of Internet use and civic engagement, the study found 

that informational use had positive relations with civic participation both in Japan and Korea. It also 

indicated the tendency that recreational use had a negative association in Japan; however, it had a positive 

relation in Korea. This outcome suggests the possibility that recreational use of the Internet might cultivate 

“bonds” and “relationships” which promote civic engagement.

Keywords : the Internet, social participation, political participation, social capital, online community, 
comparative study between Japan and South Korea
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